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1.は じ め に

持続可能な発展の指標 は,そ の達成度に対

する測度であると同時に,政 策決定の指針 を

与えることが期待される.こ れまでにも多 く

の指標が開発され,持 続可能な発展の計測が

試み られている.指 標の作成は,持 続可能な

発展 の定義 と表裏一体の関係 にあ り,「持続

可能 な発展 とは何か」 とい う問題 と 「その指

標 として何 を計測すべ きか」 とい う問題 は直

結 している.

持続可能 な発展 論の契機 となったWCED

(1987)で は,持 続可能 な発展は 「将来世代

が自 らのニーズを満たす能力 を損なうことな

く,現 在世代のニー ズを満たす発展」 として

定義 されている.こ れ以降,多 数の論者 によ

って持続可能な発展が定義 され ることとなっ

た1).し か し,持 続可能 な発展 は,正 確に定

義 し使用す るこ とが極端 に難 しい概念 であ

り,重 複,矛 盾 した定義の拡散 と,持 続可能

な発展 とい う言葉 自体のキ ャッチフレーズ化

を指摘するもの もある2).そ もそ も発展概念

が何 らかの価値判断 を含 む ものである以上,

普遍 的 な定義付 けは困難 であ るというよ り

も,不 可能であるといったほうが適切である

のか もしれない.

このように,持 続可能な発展 は多義的かつ

多面的であ り,統 一的定義を与えることは難

しく,結 果 として,既 存 の持続可能な発展の

指標は,そ れぞれ異 なった定義を基礎 に作成

されている3).持 続可能な発展の定義 とその

指標が表裏一体の関係であることを考慮す る

ならば,持 続可能な発展の定義の多義性が,

指標 の多様性に反映されるのは当然 といえば

当然である4〕.

しか しなが ら,持 続可能 な発展 をよ り広範

な意味で とらえた際に,発 展の様々な側面が

相互に関係 しているとい う点には共通な認識

が得 られているといっていいだろう.す なわ

ち,持 続可能な発展 は,経 済的,社 会的,環

境的側面がwin-winの 関係 を生み出す過程 と

して とらえられるべ きであ り,そ の各 々の側

面における発展の相互関係 を把握する必要が

ある.こ のような概念 を最 も早い段階で定式

化 したのはBarbier(1987)で ある5).バ ー

ビアの定式化によれば,そ れぞれの側面は独

立に存在す るのではな く,互 いに重 な り合 う

部分 を持 ってお り,そ の共通 部分 こそが,

様々な次元 における発展 の相互関係 を示唆 し

ている.

同 様 の 認 識 に 基 づ き,た と え ばOECDは

P-S-R(Pressure-State-Response)モ デ ル と呼

ば れ る枠 組 み を 構 築 し,先 見 的 に指 標 を 区 分

して 体 系 化 を進 め よ う とす る試 み を 行 っ て い

る.こ の 枠 組 み は,後 にD-P-S-1-R

(Drivingforce-Pressure-State-Impact-

Response)モ デ ル と呼 ば れ る 枠 組 み に拡 張

さ れ た.

このOECDの 試みは,環 境指標 を体系化

し,人 間活動 と環境の関係 を明 らかに しよう

とす る試みである.し か しなが ら,持 続可能

な発展を,経 済的,社 会的,環 境的側面の相

互作用の過程 として とらえるならば,そ れ ら

の相互作用を明示的な形で定量的に評価する

必要があ り,そ の統計的検証 は不可欠 なテー

マである.な ぜ なら,あ る分野の指標の改善

が他の分野の指標のパ フォーマ ンス と相反す

る状況や,反 対 に正の(あ るいは負の)相 乗

効果 を持つ といった状況が起 こり得るためで

ある.そ のような状況下では,あ る1つ の指

標値 の変化 が他の指標値 に影響 を及ぼすた
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め,1つ の指標値 の変化 のみ を切 り離 して考

え ることが必ず しも適切 で ない場合があ る.

したが って,政 策の望 ましさや,指 標値 の変

化 を評価 しようとするな らば,指 標 間の相互

関係が把握 され てい る必要があ る.す なわち,

その ような関係 を知るこ とな しに,評 価 のた

めの判断を下す こ とはで きない.

以上 の背 景 を もとに,本 研究 では,経 済,

社会,環 境 に関す る総合指標 を作成 し,そ れ

らの相互関係把 握 を試 みる.そ の際,複 数の

指標 を総合化 する1つ の方法 と して主成分分

析 を採用す る.そ して,得 られた指標 を用い

て主成分回帰 を行 うことで,指 標 問の相 互関

係の定量 的把握 を試み る,以 下,第2節 では,

本研究 における分析枠組みの検 討を行 う.第

3節 では,用 いるデータについて検討 を加 え,

第4節 では,主 成分分析 による指標の作 成 と

主成分回帰か らなる実証分析 を行 い,得 られ

た結果の考察 を行 う.第5節 で は,そ れ まで

の分析結果 をふ まえた上 で,指 標体系化 の課

題 と展望について議論 す る.第6節 は結 びで

ある.

覧 分耕粋組み

本節では,本 研 究における分析枠組みの検

討を行 う.そ の枠組 みは図1に 示され る.本

研究 では,経 済分野の項 目として経済パフォ
ーマ ンス と産業 ・技術 の状態 を,社 会分野の

項 目として社会的イ ンフ ラと社会基盤のパフ

ォーマ ンス を,さ らに環境分野の項 目として

環境パ フォーマ ンス を想定す る.経 済分野の

項 目にお ける経済パ フォーマ ンス とは物的 タ
ームで測 った経済の実績 であ り

,産 業 ・技術

の状態 とはその経済的実績 の要因である.ま

た,社 会分野の項 目における社会的イ ンフラ

とは人間の活動 におけ るハー ド面の基盤であ

り,社 会基盤のパ フォーマ ンス とは社会の主

要側面の状態 をあ らわす ものである.さ らに,

環境分野 の項 目にお ける環境パ フォーマ ンス

とは,経 済 および社会活動 によって影響 を受

けると考 え られ る環境的要素 の状態を表す も

のである.
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図1で 示 され るような,各 分野内のカテ ゴ

リー分類 は,第4節 で議論す る主成分分析 よ

り抽出 された ものである.本 研究では,各 分

野のデー タを主成分分析 にか けて総合指標 を

作成 し,得 られた主成分得点 を用 いて回帰分

析 を行 うこ とでその相互 関係把握 を試 みる.

この時,得 られた主成分得点 は抽出 された主

成分 に対す る測度,す なわち,あ る特定の意

味 を持 った指標 と して解釈 す る ことが で き

る.

しか しなが ら,主 成分分析 において,他 の

どの変数 との相関 も低 い変数が含 まれている

と主成分 の解釈 は困難になる.す なわち,変

数間の相 関が低い場合 には,意 味内容的 にも

関連 が低い ことが多 い.同 時 に,採 用すべ き

主成分 までの累積寄与率が低 くな り,多 くの

情報量 を損 失 して しま うこ とになる.ま た,

そ もそ も主成分の解釈 が可能で ない ような変

数選 択 は主成分 分析本 来 の 目的 に合致 しな

い.し たが って,予 備 的考察 として探索的 に

行 った多数 の主成分分析 で有意義な働 きをし

なか った変 数は採 用 していない.す なわち,

デー タの入手可能性 に配慮す る と同時に,各

分野の指標 の相互関係把握 とイ ンプ リケー シ

ョンの導 出が可能 になる ような形で変数選択

を行い,各 カテ ゴリー分類 を行 っている6).

最後に,こ の ようにして主成分分析 か ら得

られた指標 を用いて主成分 回帰 を行 い,指 標

問の相互関係 を定量的に検討す る.指 標間の

相互関係 は,各 主成分得点の単相関係数の検

討 によって も可能であるが,同 一の主成分分

析か ら抽 出 された主成分 は互 いに直交す る,

す なわち無相 関 となるため,そ れらの指標 に

ついては単相 関係数の検討によって関係 を把
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握することはで きない.そ こで,単 相関係数

の検討ではな く主成分回帰 を行 う.も ちろん,

この方法 を用いて も,直 交す る指標 問の相互

関係 を直接 的 に把握す ることはで きない.し

か し,そ れ らの指標 を説明変数 として回帰分

析 を行 い,そ の偏 回帰係数の大 きさを比較 す

ることによって,各 々の指標が被説 明変数に

対 して持つ インパ ク トの違い を検討す ること

は可能であ る.さ らに,説 明変数が無相関で

あるこ とは,回 帰分析 において しば しば問題

となる多重 共線性 を気 にす る必要が無い とい

うメリッ トを もた らせ る.

3.デ ー タ

前節 に示 された分野お よびカテゴリー分類

について32の ク ロス ・セ クシ ョンデー タを

採用 した.既 述の とお り,デ ー タの採用に際

しては,㊤ 一定程度の多国間デー タが存在す

ること,② 主成分分析 において主成分の解釈

が可能であること,③ 主成分分析 において一

定程度の累積寄与率が得 られるこ とに配慮 し

ている.な お,全 てのデー タは適切 な分母で

除す る等の処理 を行い比較可能 な形 にしてい

る。採用 したデー タの コー ドを表1に まとめ

る7'。

表 製 採 用 デ ー タ コ ー ドー覧

縮分野1
経済パフオ―マンス1
'GNI―

産栗技術 ―

ハイテクノロシー製品輸出額 工業付加価値額 宇術雑誌数
・研究開発従事研究者数 研究開発従事技術者数 ・研究開発支出

社会分野

社会的インフラ

総電話回線普及率 衛生面へのアクセス ・安全 な水へのアクセス

道路舗装率 新聞発行部数 ラシオ普及率 デレビ普及率

パーソナルコンピュ― タ普及率 インターネ ノト普及率

社会基盤のパフォーマンス

受入援助額 人口密度 人口増加率 ・平均余命 識字率
・総就学率 民主化度 シニ係数

環境分野
・CO2排 出量 ・電力消費 ・エネルギー消費 ・森林伐採率年変化平均

・哺乳動物絶減危惧率 鳥類絶滅危慎率 ・植物絶滅危惧率

・有機水質汚染物質排出量

ンスのそれぞれに属 しているデー タを用 いた

主成分分析 の結果 を報告す る.ま た,抽 出さ

れた主成分 に対す る成分行列の係数値か ら各

主成分のイ ンタープ リテーシ ョンを行 う.な

お,全 ての分析結果 は,バ リマ ックス法 を用

いて主成分軸 を直交 回転 させ たもの である.

また,固 有値が1以 上の ものを主成分 として

採用 してい る8}.

【産業 ・技術部門】

この部 門の成分行列,固 有値,寄 与率,累

積寄与率 を表2に 示す.こ こでは2つ の主成

分が抽 出され,累 積 寄与率 は73,242%と まず

まずの結果である9).

第1主 成分では,学 術雑誌数,研 究開発従

事研究者数,研 究開発従事技術者数,研 究 開

発支 出の係数値が高い.こ れ らはいずれ も技

術革新の前提 として必要 な要素 を代 表す るデ
ー タである .し たが って,こ の第1主 成分 を

「技術革新 イ ンキュベー ト度」 と解釈す る。

第2主 成分では,ハ イテク ノロジー製品輸

出額 と工業付加価値額 の係数が高い。 これ ら

は,産 業構 造が どの程 度工業 に特化 している

かに対す る測度 と考え られるため,こ の第2

主成分 を 「工業特化度」 と解釈する。

表2産 業 ・技術部門の成分行列,固 有値,

寄与率,累 積寄与率

デ ―タ名 第1主成分 第2主成分

ハイテクノロジ―製品輸 出額 0,297 0750

工業付加価値額 一〇
―115 0862

学術雑誌数 0,912 4558E-02

研究開発従事研究者数 0,871 0,204

研究開発従事技術者数 0,814 1830E-03

研究開発支出 0,828 6.581E-02

固有値 3,041 1,354

寄与率(%〉 50―675 22,567

累積寄与率(% 50,675 73242

4.実 証分析

4.1主 成分分析

こ こ で は,産 業 ・技 術,社 会 的 イ ン フ ラ,

社 会 基 盤 の パ フ ォ ー マ ンス,環 境 パ フ ォー マ

【社会的 インフラ部門】

この部 門の成分行列,固 有値,寄 与率,累

積寄与率 を表3に 示す.こ こでは2つ の主成

分が抽 出され,累 積寄与率は80.901%で 良好
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な結果が出ている.

第1主 成分では,総 電話 回線普及率,新 聞

発行部数,ラ ジオ普及率,パ ー ソナルコンピ

ュー タ普及率,イ ンターネ ッ ト普及率の係 数

値が高い.こ れ らの変数はいずれも情報基盤

に関係 す る もので ある ため,こ の主成分 を

「情報 インフラ充実度」 と解釈す る.

第2主 成分では,衛 生面へ のアクセス,安

全 な水への アクセス,道 路舗装率の係数値が

高 く,こ の主成分 は生活基 盤の充実度に対す

る尺 度になってい る.し たがって,こ の主成

分 を 「生活 インフラ充実度」 と解釈す る。

表3社 会的インフラ部門の成分行列,

固有値,寄 与率,累 積寄与率

デ―タ名 第1主成分 第2主成分

総電話回線普及率 0,878 0,385

衛生面へのアクセス 0,144 0,853

安全な水へのアクセス 0,344 0,797

道路舗装率 0,344 0,745

新聞発行部数 0,809 0,331

ラジオ普及率 0,867 0191

テレビ普及率 0,780 0,441

パ―ソナルコンピュ―タ普及率 0,923 0,230

インターネ ット普及率 0,923 0,275

固有値 4,747 2,534

寄与率(%) 52,740 28,161

累積寄与率(%) 52,740 80,901

【社会基盤のパフ ォーマ ンス部門】

この部 門の成分行列,固 有値,寄 与率,累

積寄与率 を表4に 示す.こ こでは3つ の主成

分が抽 出され,累 積 寄与率 は73。333%で まず

まずの結果である.

第1主 成分で は平均余命,識 字率,総 就学

率,民 主化度の係数が正の方向に高 く,受 入

援助額,人 口増加率の係数が負 の方向に高いエo>.

国連人 間開発計 画の人 問開発指数 と同様 に,

平均余命,識 字率,総 就学率 といったデー タ

は,人 間開発の測度 を与 えるものと考えるこ

とがで きる.ま た,民 主化 度は,参 政権の広

が りや投票率,選 挙 による政権 の交代,女 性

議員数を反映す るものであ り,市 民の政治的

権利 と議会 におけ る政治的競 争 に対する測度

となっている.ま た,適 切 な人ロ規模の維持

に とって,過 度 の人 ロ増加 は望 ましくない.

さらに,受 入援助額 については,援 助受入国

にとっては自国経済の援助へ の依存性 を,援

助拠 出国に とっては国際社会におけ る社会的

正義の達成 を意味 してい る.こ れ らの側面 を

総合的 に鑑 み,こ の主成分 を 「経済 ・社会 開

発の達成度」 と解釈す る.

第2主 成分では,人 ロ増加率,ジ ニ係数 の

係数 が正 の方 向に高 く,平 均余命,識 字率,

総就学 率の係数が負 の方 向に高い.す なわち,

人 口成長が著 しく,所 得分配が不公平であ り,

健康 や教 育のパ フ ォーマ ンスが悪 い国 ほど,

この主成分が 強 く反 映 され る.し たが って,

この第2主 成分 を 「社会的不安定要 因の強さ」

と解釈す る.

第3主 成分で は人 ロ密 度の係 数値が高 い.

ここでは取 りあえず その まま 「人 口密集度」

として解釈 する.

表4社 会基盤のパフォーマンス部門の

成分行列,固 有値,寄 与率,累 積寄与率

データ名 第1主成分 第2主成分 第3主成分

受入援助額 一〇.721 1974E―02 一〇184

人口密度 5343E-02 1.062E-02 0,949

人口増加率 一〇,495 0,631 0,167

平均余命 0,763 一〇、441 0,120

識字率 0,821 一〇.303 3.877E-02

総就学率 0β16 一〇.300 5.189E―03

民主化度 0,683 9.317E・02 一〇,282

ジニ係数 一4348E-02 Q,929 一6.517E-02

固有値 3158 1,647 1,062

寄与率(%) 39,472 20,591 13,270

累積寄与率(%) 39,472 60,063 73,333

【環境パ フ ォーマ ンス部門】

この部門の成分行列,固 有値,寄 与率,累

積寄与率 を表5に 示す.こ こでは3つ の主成

分が抽出 され,累 積寄与率は72.534%で まず

まずの結果 である.

第1主 成分 で はCO2排 出量,電 力 消 費,

エネルギー消費の係数が高い.こ れらはいず

れ もCO2排 出 を反 映す る変数 で あ るため,

この第1主 成分 を 「地球 温暖化へ の寄与度」

として解釈す る.

第2主 成分 では,哺 乳動物絶滅危惧率,鳥

類絶滅危惧 率の係数が高い.し たが って,こ

の主成分 を 「動物生態系へのダメー ジ度」 と

解釈 する.

第3主 成分では,森 林伐採率年変化平均 と

植物絶滅危惧率の係数が高い.し たがって,
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この主成分 を 「植物 生態系へ の ダメー ジ度」

として解釈す る.

表5環 境パフォーマンス部門の

成分行列,固 有値,寄 与率,累 積寄与率

データ名 第1主成分 第2主成分 第3主成分

CO臼非出量 0908 5488E-03 ―0160

電力消費 0886 一7939E-02 一G110

エネルギ―消費 0968 一4652E-02 一〇138

森林伐採率年変化平均 一〇
.219

一〇179 0,779

哺乳動物絶滅危惧率 8006E-02 0,844 &773E-02

鳥類絶滅危惧率 一〇149 07D1 0299

植物絶滅危惧率 一〇,107 O,33ア 0804

有機汚染物質排出量 一〇487 一〇.3B2 0240

固有値 2871 1502 1,429

寄与率(%) 35891 咽8780 17863

累積寄与率く%) 35891 54617 72534

ここで,各 主成分 と持続可能 な発展 との関

係について検討 を加えておこ う.

「技 術革 新 イ ンキ ュベ ー ト度」 につい て,

技術 革新 は,所 得水準の 向上のみな らず,資

源効 率的 な生産や新技術 の開発,技 術代替の

可能性の観点か ら重要 である.「 工業特化度」

につ いて は,工 業 に特化 した産業構造が構造

的な環境負荷 を発生 させ る要因 になってい る

可能性があ る とい う点で注 目すべ きである.

しか し,工 業化 は所得水準 を向上 させ る要因

で もあるため,そ の関係把握が必要である。

「情 報 インフラ充 実度」 につ いて,情 報 イ

ンフ ラは生活 基盤 の構成 要 素で あ るとと も

に,経 済活動 を促進す る。 また,メ ディアの

充実 は 自由な意見 の表 明 と効 率 的な情報交

換,多 様な文化や価値観の形成 に不可欠であ

る.同 時に,情 報網の充実は,災 害情報の伝

達を通 じて災害 リスクを減少 させ ることに も

つながる.「 生活 イ ンフラ充実度」 は安全 か

つ健康 な生 活 に不可欠 な基 盤であ る.特 に,

途上 国において は,生 活 インフラの充実が平

均余命の改善 につ なが る.こ れ ら2つ の主成

分 は社会的脆弱性 を低め るために必要な基盤

に対する測度である.

「経済 ・社 会開発 の達成 度」 につ いて,平

均余命や教育水準,さ らには政治的 自由,政

治的競争 といった ものは,福 祉水準の重要 な

要素であ り,こ れ らの改善が福祉の向上 につ

なが る1'〉.「社会 的不安定要 因の強 さ」 につ

いて,社 会 的不安定要因は,経 済,環 境 のパ

フォーマ ンスに悪影響 を及ぼす可能性がある

とい う点で重要 である.同 時に,こ の測度は

社会的脆弱性 を反 映す る測度で もあると言え

る.「 人口密 集度」 について,過 度の人 ロ集

中は,住 環境 の悪化や構 造的な環境負荷 の原

因とな り,福 祉水準 の低下 を引 き起 こす可能

性がある.そ のような問題を回避するために

は,適 切 なサ イズの人 口密度が望 ましい,

「地球温暖 化 への寄与 度」 につい て,地 球

温暖化 が深刻 化すれ ば不 可逆的 な環境被害 が

発生 する可能性が高 く,閾 値 を超 える二酸化

炭素排 出は持続 可 能性 に大 きな影響 を与 え

る。経済活動水準 と二酸化炭素排出 には正 の

相関が予想 され るため,貧 困の削減を進 めて

い く過程 で不可避的 に温 暖化が助長 される可

能性 があ る。 「動物生 態系へ の ダメー ジ度」

「植物生態系へ のダメー ジ度」 について,1度

絶滅 して しまった種 を復元す ることは不可 能

である。 同時 に,本 質的価値,あ るいはオプ

ション価値 と しての生物多様性の保全 も必要

である。

こ こで,各 変数 の表 記法 を表6に ま とめ

る.

表6主 成分回帰における変数

― 部門 変数 表記

経済パ フォーマ ンス部門 GrossNtni―c GNl

産業 ・技術部門=第1主 成分 技術革新インキュベ―ト度 丁EC[NO―NC

産業・技術部門:第2主 成分 工業特化度
―山」

―NDSPEC

社会的インフラ部門=第1主 成分 情報インフラ充実度 lNFO―NFR

社会的インフラ部門:第2主 成分 生活インフラ充実度 LIVINFR

社会基盤のパフォーマンス部門:第1主成分 経済 ・社会開発の達成度 ECSOCDEV

社会基盤のパフォーマンス部門=第2主成分 社会的不安定要因の強さ SOCINSTAB

社会基盤のパフォーマンス部門:第3主成分 人口密集度 POPDENS

環境パフォーマンス部門=第1主 成分 地球温暖化への寄与度 GLOWARM

環境パフォーマンス部門=第2主 成分 動物生態系へのタメージ度 ANIECODAM

環境パフォ―マンス部門=第3主 成分 植物生態系へのダメージ度 PLTECODAM

4.2主 成分 回帰

ここでは,そ れ ぞれの分野 か ら計算 された

主成 分得 点 を説明変 数 として 回帰分析 を行

い,回 帰式 の係数か らそれぞれの分野の指標

間に どの ような相 関関係が存在す るか を検討

する.同 時 に持続可能な発展 に対す るイ ンプ

リケーシ ョンを導 く.こ こでは,考 えられる

―131一



財政 と公 共政策 第29巻 第1号(通 巻 第41号)2007年5月

全 ての組み合 わせ につ いて探索的に行 った主

成分 回帰の結果 を報告す る12〕.モデ ルの数は

合計 で34個,サ ンプルサイズは最大121,最

小52で ある.

表7-aか ら7―eは,回 帰分析 における

サ ンプル国の所得水準別 の構成比である.分

析 において欠損値 が含 まれ るサ ンプルは除去

しているため,各 モデルで構成比が異なって

いる.産 業 ・技術部 門の主成分得点用いたモ

デルにおいて,相 対 的に高所得国の比率が若

干高 めになっている以外 は,顕 著な相違はな

い と考 えて良いだ ろう.

表7-a 回帰分析におけるサンプルの

構成比(1)

被説明変数 GNI

説明変数 産業 ・技 術
社会 的

インフラ
社会基盤 環境

10000ド ル

以上

18

[28,6%1

19

[17.3%]

24

[19,8%】

24

[25,8%]

10000未 満

1000ド ル以上

33

[52、4%]

44

[40.0%】

45

[37.2%]

39

[41,9%]

1000ド ル

未満

12

[19.0%1

47

142.7%]

52

142.1%]

30

[32.3%]

合計 63 110 121 93

注;表8に 対応 してい る.

表7-b 回帰分析 におけるサンプルの

構成比(2)

被説明変数 社 会的 インフ ラ

説明変数 産業 ・技 術 社会基盤 環境

10000ド ル

以上

13

[25,0%]

19

[19.8%】

19

[23.2%1

10000未 満

ユ000ド ル以 上

28

[53.8%」

36

[37.5%]

39

[47.6%]

1000ド ル

未満

11

【2ユ.2%]

41

[42.7%】

24

[29,3%1

合計 52 96 82

注:表9に 対応 してい る.

表7-c 回帰分析におけるサンプルの

構成比(3)

被説明変数 産業 ・技 術

説明変数 社会 的イ ンフラ 祉会基盤 環境

10000ド ル

以上

13

125.0%】

18

[30,5%】

ユ8

【32.7%]

10000未 満

1000ド ル以上

28

[53.8%】

30

[50.8%]

30

[54.5%】

1000ド ル

未満

11

[21.2%1

11

[工8.6%]

7

112.7%1

合計 52 59 55

表7-d 回帰分析におけるサンプルの

構成比(4)

被説明変数 社会基盤

説明変数 産業 ・技術 社 会的 インフラ 環境

10000ド ル

以 ヒ

18

[30.5%]

ユ9

[19.8%]

23

[27,4%]

10000未 満

1000ド ル以 上

30

[50.8%]

36

[37.5%]

37

[44.4%]

1000ド ル

未満

ll

[18.6%]

41

[42.7%】

24

[28.6%]

合計 59 96 84

注:表Uに 対応 してい る.

表7―e 回帰分析におけるサンプルの

構成比(5)

被説明変数 環境

説明変数 産業 ・技術 社会 的 インフラ 社会基盤

10000ド ル

以上

18

[32,7%】

19

[232%]

23

[27,4%]

10000未 満

1000ド ル以上

30

[54.5%」

39

147.6%1

37

[44,4%]

1000ド ル

未満

7

[12.7%]

24

[29.3%]

24

[28,6%]

合計 55 82 84

注:表12に 対応 してい る.

4.2.1被 説 明 変 数:GNl

GNIを 被説 明変数 とす るモデルの推定結果

を表8に 示す.

表8被 説明変数=GNtの 結果

被説明変数

説明変数 GNl

Consl 8813308

(000〕

5621046

{000}

5988901

〔QOO}

7781833

(ooo〕

TEGiNQ―NG 9058747

Poo〕

lNDSPEC 1563125

{OO31

INFO―NFR 8151916

(000)

L―V―NFR 2516D20

PQO}

ECSOODEV 5306469

(000)

SOCiNSTAB .2741301

〔O、00}

POPDENS 1178466

{OOgl

GLOWARM 8093192

(000}

ANIECODAM .331418

〔062)

PLTECODAM ・τ567653

〔002}

adlR Q734 0835 0385 P621

N 63 110 121 93

注1括弧 内はp値.

注:表10に 対応 している.
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4.2.2被 説明変数=社 会 的インフラ部

門の主成分

社会的インフラ部門の主成分を被説明変数

とするモデルの推定結果を表9に 示す.

4.2.4被 説明変数:社 会基盤 のパ フォ
ーマ ンス部門の主成分

社会基盤のパ フォーマ ンス部門の主成分 を

被 説明変 数 とす るモ デ ルの推 定結果 を表11

に示す、

表9被 説明変数:社 会的インフラ部門の主成

分の結果 表11被 説明変数:社 会基盤のパフォーマンス

部門の主成分の結果被説明変数

説明変数 ―NFOiNFR L―VINFR

Cons【 02B6

〔000}

B202EO2

〔0351

02G5

{00η

0471

POO)

・818E・21,・7・

〔063} 〔00叫

TEC―NOINC 0855

(DOOl

巳224EO2

〔042)

―NDSPEG 0192

(003}

0102

〔033}

ECSOCDEV 0537

⑬00」

0533

〔DOO}

SOC―NSTAB 03B1

〔ooの

0270

〔00叫

POPDENS 0105

{G19}

7472ED2

〔0301

GLOWARM 0917

〔OO叫

0172

{oo6}

AMEGODAM 499δEO3

〔D94〕

3072EO2

{071〕

PLTECODAM 0157

(oo3}

0206

ρ02〕

adlR2 066B D365 0639 OOO7 0383 0075

N 52 96 82 52 96 82

,王1‡舌皿内L)PI亘

4。2.3被 説明変数1産 業 ・技術部門の

主成分

産業 ・技術部門の主成分 を被説明変数 とす

るモデルの推定結果 を表10に 示す。

表 鶴 被説明変数:産 業 ・技術部門の主成分の

結果

被説明変数

高党明変 顎 τEC―NOiNCiNDSPEG

CDnstO4160409010302240T617747ED2

{00D}ceOOレ 〔034}{020}〔032〕 〔054〕

]NFOトNFRO8270222

〔Doo)`DID)

L―V―NFR 0251

[
039Q

〔ooo) 〔019}

ECSOCDEV 0604 0264

〔00叫 〔015〕

SOO―NSTAB 05B4 0156

{0001 〔D241

POPDEN$ 0154 0284

`005' `θoの

GLOWARM OB58 0345

〔000} (001}

AN―ECODAM 7 069EQ2 0453

〔053} 〔DOO〕

PLTECODAM 03D4 0305

〔OQ3} {OO51

adlR2 D735 0401 0497 OO37 0128 0279

N 52 59 55 52 59 55一

被説明変数

説明変数 ∈CSOODEV SOOINSTAB POPDENS

Const
〔0001

D532i1565}02

10821

0299

工0001

01ア9

{QIDl

0133

{0151

0103

P251

2187EO2

{ogo〕

↑311ED2

〔0991

5193EO2

〔0681

丁EGINOINC
0239

1000}

0460

(OOOl

0152

〔0361

lNDSPEC
9746巨02

〔024〕

9812EO2

〔036)

04ア9

10Dll

―NFOINFR 04B2

1QO叫

0290

〔OOOl

011て

{03Dl

uVlNFR
0594

10001

0234

POり

9569EG2

{024)

GLOWARM
0515

〔005}

一

〇300

1(0001

0209

{011}

AN―EじQDAM
7908EO2

{031} ド欝 。2
5025EO2

10691

PL正ODD崩 …
0109

10ゆ

Q282

ρoo)

0126

P30)

ad「R2
一

01220565 0321 。233[.142DIB・ …6―,・ ・2 0011
皿

δ4N 59196 84 59196―B4 59―96

/J)括弧内 はp値

4。2。5被 説明変数=環 境パ フォーマン

ス部門の主成分

環境 パ フォーマ ンス部門の主成分 を被説 明

変数 とす るモデルの推定結果 を表ユ2に示す.

表12被 説明変数:環 境パフォーマンス部門の

主成分の結果

被説明変数 ―
説日厚変数 GLOWARM ANIEGODAM PしT∈OODAM

7Const153Eト02

〔035〕

022el

〔0001

0253

〔000}

5351EO2

10571

1192}02

〔092}

5ア92Eq3

P961

022口

「0041

D167

P16}

剰TECINOiNG

隅DSPEG

―NFOINFR

0606

〔ODD}

0352

{OOの

069B

覧ooo7

2941EO21

〔0臼Ol

521δEO2

1061)

035D

{OOll

0155

工0151 ―
8363EO3

fAn丙 ℃
、vり 「―

o霊 τ6

ず∩ つ貧、
、"一 冒― 1

1

_ 1 0258

げ0001

4456EO2

〔0761

0335

〔OG2} 1
ECSDCDEy

0δ79

{OOOl

7680EO2

〔0561

0159

10201

SOG―NSTA
0435

〔00叫

4137Eo2

{0751

03ア3

{OOの

POPDENS
0198

{Doo)

3 520EO2

〔0721

7479ED2

〔043}

ad「R2 σ619 0659 0492 Ql10 0024 0031 0008 DO57 DO93

N 55 ls2 84 ― 55 a2 84 55 B2 84

注}括 弧 内[Sp値

注1括 弧内はP値
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4.3推 定結果の考察

本節では,以 上で得 られた推定結果の考察

を行 う.ま ず,表8のGNIを 被説明変数 と

す るモデルでは,POPDENS,ANIECODAM

以外の変数に統計的有意性 を認めることがで

き,TECINOINC,INDSPEC,INFOINFR,

LMNFR,ECSOCDEV,GLOWARMは それ

ぞ れGNIと 正 の相 関 を してい る.所 得水準

の引 き上げ に,技 術進歩 と工業化の進展,社

会的 インフラ整備,経 済 ・社会開発が必要 で

あると同時に,過 剰 な経済活動 は地球温暖化

を助長す ることか らもわか るようにこれ らの

符 号 条 件 は 整 合 的 で あ る.こ こ で,

GLOWARMに ついて,社 会 的正義の観点 か

ら最貧国の所得水準 を増加 させ ることでさえ

温暖化が助 長 される とい うこの結果 は,国 際

的な所得 の分 配問題 について対策が必要であ

る こと をあ らわ してい る.一 方,SOCIN-

STABの 符号は負 であ り,社 会的不安定要 因

の強 さと経 済活動水準 との 間の負の相関が読

み取 れ る.こ こで注 目す べ きはPLTECO-

DAMの 符 号が負 で ある こ とで ある.ま た,

統計的 に有意で はないが,ANIECODAMの

符号 も同様 に負 である.こ の ことをそのまま

受け取れば,経 済活動 と生態系 の保護は両立

す るこ とになる'3).一 方,低 開発国の産業構

造が 自然資源収奪 的な1次 産業で,先 進国は

その反対 である と考 えることもで きるが,こ

の解 釈は必ず しも正 しくない.こ の ことにつ

いては,後 に論 じる.

表9のINFOINFRを 被説 明変数 とす るモ

デ ル で は,TECINOINC,INDSPEC,

ECSOCDEV,GLOWARMが 有意に正の相 関

をしている.ま た,SOCINSTAB,PLTECO-

DAMは 有意 に負の相 関を している.PLTE-

CODAM以 外の変 数につ いて は,い ずれ も符

号条件 は整合 的であ ると考 え られる.し か し,

これ らは因果 関係 とい うよ りも相関関係 とし

て とらえるほ うが適切 であろ う.た とえば,

技術 革新 イ ンキュベー ト度が高い国 は情報 イ

ンフラの充実度 も高い傾向にあると解釈すべ

きであ り,情 報 インフラを充 実 させ ることが

技術 革新 を誘導す るか どうかについては断定

的 に判 断はで きない.PLTECODAMの 符号

が負 であ るこ との解釈 は困難であるが,GNI

とINFOINFRの 正の相関 を反映 している と

考える ことは可能 であ る.LIVINFRを 被 説

明変 数 とす る モ デ ルで は,ECSOCDEV,

GLOWARMが 有 意 に正 の,SOCINSTAB,

PLTECODAMが 有 意 に負 の相 関 を してい

る.こ れ らの結果 もINFOINFRと 同様 に解

釈 できる.

表10のTECINOINCを 被説明変数 とす る

モ デ ル で は,INFOINFR,LIVINFR,

ECSOCDEV,POPDENS,GLOWARMが 有

意 に正 の相 関 を して い る.ま た,SOCIN-

STAB,PLTECODAMは 有意に負の相関をし

ている.INDSPECを 被説明変数 とす るモデ

ルで は,POPDENS,GLOWARM,ANIECO-

DAM,PLTECODAMが それぞれ有意 に正の

相 関 を して い る.表8の モ デル にお い て,

PLTECODAMの 符号は負であったが,こ こ

では正で ある.先 に,GNIとPLTECODAM

との間の負の相関 を,低 開発国の産業構造が

自然 資源収奪 的な1次 産業 で先進国 はその反

対 であ ると考 えることは適切でないことを指

摘 した.そ の理 由 は,INDSPECはGNI,

PLTECODAMと 正 の相関 を持つ と同時 に,

GNIとPLTECODAMと の間には負 の相関が

あるためで ある.こ の ことから,工 業への特

化 は生 態系へ の ダメー ジ と正 の相 関 を持 つ

が,高 所得 国 において,何 らかの要 因がその

生態系への ダメー ジを緩和 させている可能性

が示 唆 され る.そ の要 因 として,た とえば,

高所得国で は既 に生態系 が破壊 され,生 物種

の希少性 自体 が生態系保護 を促進 させ る要 因

となってい る可能性 や,高 い所得水準が生態

系保護への関心 とその必要性への認識 を高め

てい る可能性 を考えることができる14).ま た,

高所得国 に比べ て政府 固定資本形成が相対 的

に大 きな中,低 所得 国において,急 速な社会

資本整備 が生態系 に悪影響 を与えている可能

性 を考えるこ ともで きる.

表11のECSOCDEVを 被説明変数 とす る

モデル で は,TECINOINC,INFOINFR,

HVINFR,GLOWARMが 有意 に正 の相 関を

してい る.符 号条件 は整合的であるが,こ れ

らの結果 も相 関関係 としてとらえるべ きもの
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であろう.SOCINSTABを 被説明変数 とす る

モ デルで は,TECINOINC,INFOINFR,

HVINFR,GLOWARMが 有 意 に 負 の,

PLTECODAMが 有 意 に正の相 関 を してい

る、 また,GLOWARMが 負 の相関 を持 って

いるのは,SOCINSTABの 主成分得点が高

い国におけ る,GLOWARMと 正の相 関を持

つ各種基盤やパ フ ォーマ ンスの悪 さを反映 し

ているためであ る.さ らに,PLTECODAM

の符号か ら,環 境パ フォーマ ンスの悪い国 々

は,社 会 的不安定要 因も同様に強い傾向が見

られることが確 かめ られ る.POPDENSを 被

説明変数 とす るモデルでは,INDSPECが 有

意 に正の相 関を している。 この結果 は,1人

当た りの利用 可能 な土地面積が少 ない国で,

1次 産業 に比べて土地集約的でない工業の よ

うな産業構造が形成 されやすい という可能性

を示 唆 してい る.し か しなが ら,こ の場合,

国土面積 といった地理的要因は操作可能で な

い点 に注意 してお く必要があるだろう。残 り

について はモデル 自体が有意で ない.

表 ユ2のGLOWARMを 被説明変数とするモ

デルではTECINOINC,INDSPEC,INFOIN-

FR,LIVINFR,ECSOCDEV,POPDENSが

有意 に正の,SOCINSTABは 有意に負の相関

をしてい る。SOCINSTABに ついては先述の

通 りであ り,他 の もの について も符号条件 は

整合 的であ る.こ こで,INFOINFRとLIV-

INFRの 偏 回帰係 数 を比べ ると,生 活基盤 よ

りも清報基盤 のほ うが顕著 に二酸化炭素集約

的で あるこ とが わか る.特 に途上 国では,健

康や寿命 に大 きな影響 を与 える安全 な水や公

衆衛生の充実等の生活基盤整備 が優 先 され る

べ きである.し か し,こ れ らの基盤が一定の

水準 にまで到達 し,そ の次の段 階 として情報

基盤の充実が促進 され るならば,温 暖化が今

よりも早 いペースで助長 され るようにな り,

CO2の 閾値 の範囲 内でCO2排 出量 を国際的

にどの ように分配すべ きか とい う問題が不可

避的 に惹起 され る.ANIECODAMを 被説明

変数 とす るモデルで は,先 ほ どの結果 と同様

にINDSPECが 有 意 に正の相 関をしてい る。

その ほか につ いて はモ デル 自体 が有意 でな

い。PLTECODAMを 被説明変数 とす るモデ

ルでは,LIVINFRが 有 意 に負 の,SOCIN-

STABが 有意に正の相 関を している.前 者 に

っいて は,生 活 イ ンフラ充実度の低位 国の多

くが アフリカを中心 とす る乾燥地域諸 国で あ

るこ とを考慮 する と,こ れ らの地域 における

安全 な水や衛生面への アクセスの悪 さ と砂漠

化 に伴 う植物生態系の破壊 の関係 を反映 して

いるもの として解釈す ることがで きる.ま た,

後者 については,社 会的不安 定要 因の強 さが

生態系の管理能力 に影響 を及ぼ している可能

性が あることを示唆 してい る.す なわち,人

口増加が耕 地拡大 による植物生態系 の破壊 を

促進す ると同時に,所 得格 差な どの社会的不

平等が生態系保護 のための合 意形成 を妨 げる

要因として働いている可能性が示唆 される.

5藷 蘭 痂 互関撰把握磯 望と誤韓

以上の推 定結果が示す とお り,各 指標の 問

には,ト レー ド ・オフ,正 もしくは負 の相乗

効果 の関係が存在 してお り,持 続可 能な発展

の評価,あ るいは政策決定のための情報提供

とい う観点か らは,あ る1部 の指標 のみを切

り離 して評価するこ とが適切 でない場合が あ

り得 る とい うこ とが わか る.同 時 に,経 済,

社会,環 境 といった様々 な次元にお ける発展

の相互関係 を定量 的に把握するためには,指

標 の体系 化 が不可 欠で あ るこ とが確 認 され

た、本研 究は,そ の ような定量的評価 と指標

の体系化 を検討す る1つ の試 みである とい え

るが,本 節では,研 究の過程 を通 じて明 らか

になった,指 標構築 に対す るイ ンプ リケーシ

ョンとその課題につ いて議論 してお きたい.

まず第1に,指 標 を作成す る上で どの よう

な枠組み を採用すべ きか とい うモデル ・セ ッ

ティングの問題があ る.持 続可能 な発展 を検

討す る際に,経 済,社 会,環 境 のそれぞれ を

代表す る不 可欠 な要素が何 であるのか とい う

ことについては,必 ず しも普遍的 な認識が存

在 しているわけで はない.す なわち,想 定 し

うる要素は多様であ りうる.た とえば,環 境

的要素 として,資 源効率,環 境 の質,ア メニ

ティ,生 物多様性,生 物 的生産性,復 元性 な

どを,経 済的要素 として,貧 困の解 消,物 的
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タームでみた経済活動水準,生 産性,技 術代

替,産 業構造,経 済構 造な どを,ま た社会的

要素 として,社 会的 インフラ,制 度パ フォー

マ ンス,文 化的多様性,人 口動態,治 安,生

活の質,社 会的正義の達成度,参 加 な どを考

えることがで きる.し か しなが ら,各 々の分

野の相互 関係 を把握す る とい う観 点か らは,

各デー タ間,も しくは作成 された指標 間に有

意 な相関関係が存在 している必要がある.た

とえば,生 態的許容度や,い くつかの生物多

様性 に関す る指標 といった生態系 に関す るデ
ー タの中には,そ の国におけるもともとの生

物種 の賦存状態や,土 地,気 候条件 な どの地

理的要因 といった操作可能で ない与件 に大 き

く影響 を受 けるものが存在す る.当 然の こと

なが ら,こ のようなデー タは,経 済,社 会分

野のデー タとの相関が低 く,そ の相互関係 を

把握 するこ とが困難である.ま た,仮 に相関

関係 があった として も,そ の背景を連想 させ

る理 論的根拠 に乏 しければインプリケー シ ョ

ンを導 くこ とはで きない.し たがって,持 続

可能な発展 と関連がある とい う理由だけか ら

項 目を選 定 して モ デル を想 定 す る こ とは,

各 々の相互 関係の把握 につ なが らない場 合が

あ り得 る.

本研究 では,経 済分野 として 「経済パ フォ
ーマ ンス」 「産 業 ・技術] ,社 会 分野 と して

「社 会的イ ンフラ」「社会基盤のパフォーマ ン

ス」,環 境分野 として 「環境パ フォーマ ンス」

の5部 門を考 え,そ れぞれの分野を代表する

デー タを選 定 し,指 標の構築 をおこなった.

しか し,実 際 には,そ れぞれの分野の相互関

係 を統計 的に検証する という観点に主眼 を置

いているため,体 系化 に際 して は,利 用可能

なデー タの組み合わせ を推論 し,試 行錯誤的

に指標 の構築 を試みている.こ の意味 におい

て,本 研究 のアプローチは積み上げ式 による

もの と位置付 けることがで きる.推 定結果か

らもわかる ように,こ の ようなアプローチに
一定 の肯 定的 意義 を見 出す こ とは可能 であ

る.

第2に,あ る指標 を政策 目標 とした時 に,

その 目標 を操作で きる政策手段が何 であ るの

か といった点が明確 であれば,指 標 はよ り意

義深い もの となる.た とえば,植 物生態系へ

のダメージ度 と社 会的不安定要因の強 さの正

の相関は,社 会 的不安定要 因の強 さを意味す

る主成分の係数 より,植 物生態系への ダメー

ジを緩和 させ る政策手段 として,人 口増加 と

所得分配の制御 を考 えるこ とがで きることを

示唆 している.議 論 したように,人 口増加圧

力が耕地拡大 による植物性体系 の破壊 を促進

し,さ らに所得格差 といった社会 的不平等が

生態系保護 の合意形成 を妨げる要 因となって

いることな どを推測す ることがで きるこ とか

らも,こ れ はあ り得 る1つ の解釈 である.因

果関係 と目標 を操作す るための政策手段の特

定 には,さ らに精緻化 された体系的な指標が

必要 であ る.

6.お わの に
鎌夢

本研究で は,主 成分分析 により経済,社 会,

環境 に関す る総合指標 を作 成 し,回 帰分析 を

行 うこ とでそ れぞ れの相 互 関係把 握 を行 っ

た.本 研究の貢献 は,限 定的ではあ るにせ よ,

主成分分析お よび主成分回帰 とい う統計的手

法 を用 いて,経 済的,社 会的,環 境 的側面の

相互作 用の定量 的評価 を試 みた ことである.

同時に,そ の研 究過程で,持 続可能な発展の

諸指標 の相互関係 を定量的に把握するための

理論 モデルの構 築 とデー タ選定,お よび指標

作成に対す る一定の インプ リケー ションを得

ることがで きた.

ここで得 られた推 定結果の多 くは,指 標 問

の因果 関係 を特 定す るとい うよ りも,む しろ

相関関係 を特定す るものであろう.し か しな

が ら,得 られた相関関係が持つ意味 を検討す

ることは,指 標 問の因果関係 の特定 に必要な

仮説の定式化 と,仮 説の検証 を行 うための よ

り精緻化 された指標作 成に不可欠であ り,指

標論 にお ける相関分析 の意義 はそ こにあ ると

いえる.持 続可能 な発 展 を,経 済的,社 会的,

環境 的側面の相互作 用が調和 してい く過程 と

して とらえるならば,そ れぞれが相反 しない

wiI1-winの 状況 を より多 く生み出す政策実施

が第一義的 に優先 され るべ きである.そ して,

その ような政策実施の指針 としての持続可能
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な発展指標は,そ れぞれの側面の相互作用が

定量的に把握できる形で体系化されていなけ

ればならない.本 研究の過程を通 じて得 られ

た示唆をもとに,よ り包括的かつ実践的に指

標の体系化を行うことが今後の課題である.
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注

1)持 続 可 能 な発 展 の 定 義 集 と して,Pearceet

al.(1989),森 田 他(1992),森 田 ・川 島(1993)を

参 照.

2)PezzyandToman(2002)のIntroduction,VIを

参 照.

3)最 近 の 興 味 深 い 試 み と し て,Estyet

aL(2005),EstyetaL(2006)を 参 照.こ れ らの

研 究 で は複 数 の 指標 を標 準 化 し,加 重 平均 に

よ っ て合 成 指 数 を作 成 す る方 法 が採 用 され て

い る.

4)持 続可能な発展の定義と指標に関する体系的

議論については厳密な検討を要するが,本 研

究の対象領域を超えている.こ の点に関して

は別稿 にて論 じたい.

5)植 田(2003)を 参照.

6)実 際 に取 り上 げ る デ ー タにつ い て は次 節 お よ

び付 録 を参 照.

7)参 照 年,出 所 等 の 詳細 につ い て は付 録 を参 照 ―

8)ど の成 分 まで を 主成 分 と して採 用 す るか に つ

い て は い くつ か の 基 準 が 存 在 す る.し か し,

固有 値 が1を 超 え ない 成 分 は,1つ の 変 数が 持

つ 以 上 の情 報量 を持 っ て い な い と考 え る こ と

が で きるの で,こ こで は この 基準 を採 用 す る.

この基 準 は カ イザ ー ・ガ ッ トマ ン基 準 と呼 ば

れ てい る.

9)累 積 寄 与 率 の一 般 的 な 目安 は7～8割 と され る

が,こ の 数 値 自体 に 客 観 的 な意 味 が あ るわ け

で は ない.

10)援 助拠出国の受入援助額は負の値を取るよう

に調整している.

ll)Dasgupta(2001)を 参 照.

12)た だ し,GNIの み を説 明変 数 とす る モ デル に

ついては省略する.

13)環 境指標 と所得水準 との問に逆U字 型の関係

が 存 在 す る と い う 仮 説 は,Cropperand

Griffiths(1994)に よ っ て 展 開 さ れ て 以 降,環

境 ク ズ ネ ッ ッ 仮 説 と 呼 ば れ て い る.人 口 密 度,

人 口 成 長 率,人 口構 成,政 治 的 ・市 民 的 権 利,

所 得 不 平 等 度 な ど の 変 数 を 含 め て 分 析 を 行 っ

た も の と し て,例 え ば,Didia(1997),Torras

alldBoyce(1998),Scruggs(1998),Matherand

Needle(1999),BarretandGraddy(2000),

BhattaraiandHamming(2001),Farzinand

Bond(2006)な ど を 参 照.ま た,環 境 ク ズ ネ ッ

ッ 仮 説 に 関 す る 広 範 な サ ー ベ イ と し て,

Dinda(2004),Stern(2004)を 参 照.

14)所 得 水 準 との 関 連 で は ない が,ア メニ テ ィ に

対 す る 需要 と教 育水 準 との 正 の相 関 につ い て

言及 した もの と してBimonte(2002)を 参照.
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付録1経 済分野データ

分野 カテ ゴ リー デ ― タ デ ー タ コ ― ド 参照年 出所

経
済
分
野

経済

パ フォーマンス

GrossNationa―Income GM 2002 WDl

産業 ・技術

対GN― 比工業

付加価値 額

工業付加価値額 2002 WDI

対 工業製 品輸出額比

ハ イテ クノロ ジ―

製品輸 出額

ハ イテ クノロジ ―

製品 輸 出額
2002 WDl

対GDP比 研究 開発 支 出 研究開発支出 1996-2002b WD―

100万 人当 たり

研 究開発従 事研 究者数

研究開発従事研究者数 1990-2001b WDI

100万 人当 た り

研 究開発従 事技術者数

研究開発従事技術者数 1990-2001b WDI

1人 当 た り

科学技 術雑誌数 ・

学術雑誌数 1999 WD―

注:WDIは 世界銀 行のWorldDevelopmentIndicatorsで ある(以 下同様).全 てのデ ータはWDIで の定 義に従 う.詳 細 に関 してはWDIを 参照.

a.WDIで の科学技 術雑誌 数をWDIで の人 口で除 して いる.

b.表 示 期間内で参照 年の異 なるサ ンプルが含 まれる.

付録2社 会分野データ
―

分野 カ テ ゴ リ ～ デ ― タ デ ー タ コ ー ド 参照年 出所

社
会
分
野

社 会的

イ ンフラ

1000人 当た り電話 回線 ・

携帯電 話回線数
総電話回線普及率 2002 WD[

改善 され た

衛 生設備 へのア クセス
衛生面への ア クセス 2000 WDl

改善 された

水源へ のア クセス
安全 な水への ア クセ ス 2000 WDI

道路舗装率 道路舗装率 1995-2001c WDl

1000人 当 た り

日刊新 聞発行部数
新聞発行部数 2000 WDI

1000人 当 た り

ラジオ受信者数
ラジオ普及率 2001 WDl

1000人 当 た り

テ レビ台数
テ レビ普及 率 2002 WD―

1000人 当 た り パ ー ソナ ル

コ ン ピ ュ ー タ台 数

パ ーソナル コン ピュ―タ

普及率

2002 WDl

1000人 当 た り

イ ンタ―ネ ッ ト利用者数
インター ネッ ト普及率 2002 WDI

社会 基盤の

パフォーマンス

対GM比 受入援助額 受入援助額 2002 WDl

人口密度 ・ 人口密度 2001.2002 WDI

人口増加率年変化平均 人口増加率 1980-2002d WDl

平均余命 平均余命 2001,2002c WD},HDR

識字率 識字率 2001.2002c WD[,HDR

総就学率 総就学率 2001 WDl

民主化度b 民主化度 1993-2002d
Estyeta―.

(2005>

ジニ係数 ジニ係数 1989-2002c WDl

注:HDRは 国連人 問開発計 画のHumanDevelopmentReportで ある.民 主化 度以外 の変数 について は,WDIお よびHDRで の定義に従 う.詳 細 に

つ いては各 々を参照,

a.WDIで の2002年 の人口 をWDIで の2001年 の国土面積 で除 してい る.

b,民 主 化の度合 い をO～ ユ0の得点 で評価 した もの.元 デー タはメリー ラン ド大学のPo]ityWprojectに よ る.詳 細 について は,http:/fwww.cidcm.

umd.edu/inscr/polityを 参照.こ こでは,Estyeta1.(2005)に おける1993年 ～2002年 のPelityWの 民主化度の平 均値 を使用 してい る.

c.表 示 期間内で参照年 の異 なるサ ンプルが含 まれる.

d.表 示期 問での平均値.
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付録3環 境分野データ

分野 カ テ ゴ リー デ ー タ デ ー タ コ ー ド 参照年 出所

環
境

環境

パフォ―マンス

1人 当 た りCO2排 出量 CO2排 出量 2002 WD―

1人 当た り電力消費量 電力消費 2002 WD―

1人 当た りエネル ギ―

消 費量
エネルギ ー消 費 2002 WD―

森林伐採率年変化平均 森林伐採率年変化平均 1990―2000b WDI

哺乳動物絶滅危惧率・ 哺乳動物絶滅危惧率 2002 WD[

鳥類絶 滅危 惧率・ 鳥類絶滅危惧率 2002 WD―

植物絶滅危惧率a 植物絶滅危惧率 2002 WDl

有機汚染物質排出量 有機汚染物質排出量 2000 WDI

注;全 てのデー タはWDIで の 定義に従 う.詳 細 に関して はWDIを 参照.

a.WDIで のそれ ぞれの国 における絶滅 危惧種数 をそれぞ れの国で生存が認め られてい る生物種 数で除 している.

b.表 示期間で の平 均値。

付録4対 象国 リス ト

スンマ
―

オ
国フ象パ対境門環部

ンヤ

ル

ア

アドジアンアドリアビ

ル

ンンイリチアルシナイルアバ―ブリンラトアカアラカ―エデ

カ

ア
ア―フバカエンニ―フンスエアネイアドトピルトトンダ一ヤスマ一チリビアアイボブ―ンンキニルルリジゼバゴメリラリンドドラグアプオサスス―ンナダンルシギテエアアタンジビマアガバスエイラバベイゼメルルルンエギスタランンクルクジチル一―マ―フ一ナボメリルアウロニスロウンヤリンンイウペリロロアアアアアアアイイイイイイイウウエエエエオオオオガカガカギキグククケココサザジシシジスススススス

スンマ
―

オフパの
国盤象基対会門社部

ン

ルヤンルア―ドジアンアタドリアンウワ

ナ

ルンイリチアアルシナスイルアアバラリタンアサラアボカアオカ―

エラバカエンニニンスエアネダイキアドトニピルトトダス一アジビヤスマアチジリビアレイボブルルリジゼバメメリ―ブリンドドンラベグアプトオサススンナフダルビボアアシギテジアアトタンビラマガバイゼメルルルルエギスタランンガクズルクジスチル――ラ一ザナメンンニ―一リルアルロ――一スロンエヤンンァァァァァアアイイイイイイイウウウウエエエエエオオオガカカカガカギギギキググクケコココザシジシジ

隅諮フンイ的
国会象社対

ルルア―

アドァァドリァワビ

ル

ンンリアアルシナイルアアバラリンアラボカアラカ一エデ―フカエニ一=フンスエアネダイアドトニピルトトンダ一アジバスマアジリビアアイボブ一
ンルリジバメゴメリ―ブリンドドンラグアプトオサスス【ンナダンルビボ―ギテジアトタンジビマアガバスエダイメルルルンエギスタ―フンンガクルクジスチル―一マラ―ナボメンンユルアルニ―スロウンヤリンンイウ一アァアアアアイイイイイイイウウウエエエエエオオオオガカガカガカキキググケコココサザジシシジススス

術

国技象・対業門産部

ゴバントヤルア・

ソドジンドリアンルンドアンイチアナイルアバラリタアア―デアアアク一ア一イ―アフ

ララバンニスアダイアドトニルトトスバヤアチビポ―ンキニルジ「ダグエアリルスリナエルルゼメリリンラグアプトサススフ―シジアンアガスエイバベガコニマツニコラウマグガジンガキズ
―イゼルルギタガクルクジスル一一ザユリルロロリンイウペロロネイエユリンイリルカルナランララルルネルアアアアイイウウウエエエエオオカキギグクコシシスススススセタチチチデドトトニノパパハブフブブベペ

―140―



経済 ・社 会 ・環境指 標 間の相互 関係把 握 に関す る分析

ゴミ臼・

ユドアシ

ド

ス

ア

ア

ク

【

リ

一

ン

イ
一

デ
ン

ン

ア

ラ

ド

ル

ラ

ア
―ルこジ―ダエルエタアリラピラルスリエ一ンアガユシマ

コガザコ――マツニコジ一ウスマグガグリンジンガズ一ギラビトジ―ンシネインエユリンイリルイパルキナランンイイ―フ―フルネルル―リルンレヤキセタタチチチデドトトナネノパパパパバフフブフブベペベポボポホマミメ

ゴバ

アトンドニ

国
・

タ

ン

ギ

ユンドン和ドスアラ―シデカアンタアアク共一ニリアル―[ンユイ―デ

ン―ンン――ラルスニジ一カダメエアグ一ジルエタニアリ―フピスエイラベジガキザコ――マツニニクコジビラエ―一ウスマアグガグリイウペリロワネイジンエユリンイミリルルイミカジユパルキナプランンイススススススセタタタチチチデドドトトトナナニニニネノパパパパパバフ

ロ

ゴ

グ

バ

ア

ネ

ト

ド

ニテ・ンギ

ユ

ソ

ン

ド

ア

―
フ

㎜

シ

ド

アカアモアアク一リアル―ンユイ―デンンアフンキルアこジ―ダエアグ―ジルタこアリラピラルスリナ

ジラバガビザドニマツゴニコジビラエ一―スマアグガグリンジンガキンリロネルインヤユリンイ一リルイミカジユパキナプランンイイラ―7ルルルススセセタタチチチデドトトトナナ――ニニネパパパパパバフフブフブブブ

スドルアヤ

ア

ア一ンアガシコシバンアニニギラビト―シリドダビアマ
アル―りルレキ一ルルトト一シ

国
国

本ベポボポマメモモヨラリルロ韓中日

1

ベ トナ ム

ベ ニ ン

ベ ネ ズ エ ラ

ペ ル ―

ポ ― ラ ン ド

ボ ツ ワナ

ボ リ ビア

ポ ル トガル

ホ ン ジ ュ ラス

マ ダ ガ ス カル

マ ラ ウ イ

マ リ

マ レ ― シア

ミk、 ノ7_

1タ 判 自
モ ー リシ ャス

モ ー リタニ ア

モザ ン ビ ー ク

モ ル ドバ

モ ロ ッ コ

モ ン ニコル

コル ダ ン

ラ オ ス

ラ トビ ア

ル ― マ ニア

レバノン
ロシア

韓 国

中央 アフリカ共和国

南 アフ リカ
日本

フィンラン ド

ブラジル
フラ ンス

ブルガ リア

ブルキナ ファソ

ブル ンジ
ベ トナム
ベネズエ ラ

ベ ラル ―シ

ペル ー
ベルギー

ポーラ ン ド

ボスニアヘルツ ェゴ ビナ
ボ・ソ「フ十

ボリビア

ポル トガル

ホンジュラス
マケ ドニア

マダガスカル

マラ ウィ
マリ

マレー シア

メキ シコ

モー リタニア

モザ ンビーク

モル ドバ
モロツコ

モンコル

ヨル ダン

ラオス

リトアニア
ルーマニア

ルワンダ

レソ ト

ロシア

韓国
中央 アフリカ共和国

中国

南ア フリカ

日本

1

モザ ンビーク
モル ドバ

モ ロッコ
ヨル ダン

ラ トビア
リトアニア

ル ―マこア
レバ ノン

ロシア

韓 国
中国

南ア フリカ

日本

一141―


